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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期 

会計期間 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成18年 
１月１日 
至平成18年 
６月30日 

自平成19年 
１月１日 
至平成19年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
１月１日 
至平成18年 
12月31日 

売上高（千円） 4,747,182 5,829,190 6,597,747 10,715,260 13,087,766 

経常利益（千円） 367,931 571,317 668,109 1,548,381 2,057,848 

中間（当期）純利益（千円） 202,249 329,297 381,031 871,862 1,176,082 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 674,707 726,523 735,286 674,707 726,523 

発行済株式総数（株） 9,485,554 9,621,554 9,644,554 9,485,554 9,621,554 

純資産額（千円） 5,564,700 6,234,030 6,941,358 5,999,264 6,862,336 

総資産額（千円） 7,928,205 9,215,101 10,029,131 8,633,856 9,959,460 

１株当たり純資産額（円） 586.84 648.24 720.32 631.81 713.76 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
21.33 34.61 39.55 91.00 122.96 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
21.12 34.30 39.54 90.04 122.29 

１株当たり配当額（円） 25.00 25.00 30.00 50.00 60.00 

自己資本比率（％） 70.2 67.7 69.2 69.5 68.9 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
433,665 575,661 287,947 1,586,031 1,878,433 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
-409,138 -150,980 -1,008,569 -1,062,028 -766,239 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
-261,324 -133,971 -299,421 -485,945 -347,926 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
1,509,786 2,075,350 1,528,865 1,784,641 2,548,908 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]

（人） 

113 

(86) 

124 

(68) 

133 

(66) 

115 

(90) 

128 

(91) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、事業の内容に重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、関係会社の状況に重要な変更はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりません。 

  平成19年６月30日現在

従業員数（人） 133（66）  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の増加等を背景に緩やかな景気回復が続き底堅

く推移いたしました。 

 このような状況の下で、当社はサーティワンアイスクリームの永遠のテーマであります

“We make people happy.”「アイスクリームを通じて人々に幸せを。」をスローガンに消費者の嗜好に対応した新

しく魅力のある商品を提供し、業績の向上に取り組んでまいりました。 

 今年度のマーケティング施策としては、毎年好評を得ておりますアメリカンキャラクターの「スヌーピー」を使っ

た販売促進活動を実施するとともに、４月より本格派チョコレートアイスクリームのトリプルチョコレートパッショ

ンのおいしさをメインとしたフレーバーのバラエティさを訴求したテレビコマーシャルを放映いたしました。 

 さらにレギュラー・スモールのいずれのサイズに関わらず、ダブルのコーン・カップをお買い上げのお客様全員に

１スクープをプレゼントする「チャレンジ・ザ・トリプル キャンペーン」を例年同様実施いたしました。この期間

にもテレビコマーシャルで「チャレンジ・ザ・トリプル」を大々的に告知いたしました。 

 また、５月９日の「アイスクリームの日」を記念して全国809店舗で夕方の２時間、ユニセフへの募金をしてくだ

さったお客様全員にレギュラーシングルコーンを１つプレゼントする「フリースクープナイト」を実施いたしまし

た。 

 店舗開発の状況といたしましては、新しい店舗を66店開設するとともに、既設店舗の改装を15店実施いたしまし

た。その結果、当中間会計期間末の店舗数は853店となりました。 

 製品開発の面では、ニューフレーバーを毎月登場させたほか、フローズンフロート、サンデー、クレープにおいて

11種類の新製品を発表し拡販を図りました。 

 以上の結果、売上高は65億97百万円（前年同期比13.2％増）となりました。 

 売上原価は24億96百万円（前年同期比15.8％増）、売上原価率は37.8％（前年同期比0.8ポイント増）となりまし

た。これは主として売上高の増加と、外国為替の円安に伴う輸入原料の調達費用の増加によるものであります。 

 販売費及び一般管理費は、主として店舗数の増加により運賃及び倉庫料が増加（1億13百万円増）しております。

その結果、営業利益6億50百万円（前年同期比5.2％増）、経常利益6億68百万円（前年同期比16.9％増）、中間純利

益3億81百万円（前年同期比15.7％増）となりました。 

（2）キャッシュ・フロー 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の状況につきましては次のとおりであります。 

 当中間会計期間におきまして営業活動により得られた資金は、2億87百万円（前年同期比50.0％減）となりまし

た。これは主に税引前中間純利益が6億59百万円、減価償却費が4億51百万円と仕入債務の増加額が1億26百万円、未

払金増加額が2億81百万円あったほか、売上債権の増加額が3億37百万円、たな卸資産の増加額が2億67百万円と法人

税等の支払額が5億8百万円あったためであります。 

 投資活動に使用した資金は10億8百万円（前年同期比568.0％増）となりました。これは主に有形固定資産の取得に

よる支出が7億26百万円と長期前払費用の取得による支出が1億92百万円あったためであります。 

 財務活動に使用した資金は2億99百万円（前年同期比123.5％増）となりました。これは主に配当金の支払が3億14

百万円あったためであります。 

 その結果、当中間会計期間のおける現金及び現金同等物は、前中間会計期間に比べ5億46百万円減少し、当中間会

計期末残高は15億28百万円（前年同期比26.3％減）となりました。 



（キャッシュ・フロー指標のトレンド） 

  

  ※ 株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式数（自己株式控除後）により算出

しております。 

  ※ 各期中及び各期末において有利子負債が無いため、債務償還年数およびインタレスト・カバレッジ・レシオは

記載しておりません。 

(3) 事業等のリスク 

① 製品の安全性について 

 当社では、安全・安心を第一としたより良い商品を通して、お客様に常に満足と感動を感じていただけるアイス

クリーム専門店チェーンの本部を目指しており、ＨＡＣＣＰ（危害分析重要管理点）を忠実に実行し、品質管理体

制を強化しております。しかし、予見不可能な原因により製品の安全性に疑義が生じ、製品回収や製造物責任賠償

が生じた場合は、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

② 為替動向に関するリスク 

 当社では、輸入原材料を原材料全体の30％程度使用しており、一部デリバティブ取引によるヘッジ等を行い為替

の安定に努めておりますが、為替が急激に円安に振れるような事態が発生した場合は、輸入原材料の高騰が考えら

れ、その結果売上原価が悪化し、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

③ 異常気象の発生 

 当社は事業の特性上、売上が天候に左右される傾向にあります。従いまして冷夏等の異常気象が発生した場合、

当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 
平成17年12月期 平成18年12月期 平成19年12月期 

中間 期末 中間 期末 中間 期末 

自己資本比率（％） 70.2 69.5 67.7 68.9 69.2 － 

時価ベースの自己資本比率（％） 262.5 285.5 272.4 252.9 241.7 － 

債務償還年数（年） － － － － － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － － － － － － 

時価ベースの自己資本比率 株式時価総額 ／ 総資産 

債務償還年数 有利子負債 ／ 営業キャッシュフロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 営業キャッシュフロー ／ 利払い 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．金額はフランチャイジーに対する卸売価格を使用しております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

品目 
当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前年同期比（％） 

アイスクリーム（千円） 5,421,172 140.2 

シャーベット（千円） 195,279 59.7 

スペシャリティデザート（千円） 413,564 121.4 

合計（千円） 6,030,017 133.0 

品目 
当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前年同期比（％） 

製品    

アイスクリーム（千円） 4,574,166 116.7 

シャーベット（千円） 162,273 60.8 

スペシャリティデザート（千円） 335,932 116.0 

クレープ（千円） 3,466 94.1 

小計（千円） 5,075,839 113.3 

店舗用設備賃貸収入（千円） 395,298 115.2 

ロイヤルティ収入（千円） 1,126,609 112.0 

合計（千円） 6,597,747 113.2 



４【経営上の重要な契約等】 

   当中間会計期間において、経営上の重要な契約等に変更はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当社は、バスキン・ロビンス・フランチャイズド・ショップ エルエルシーと「ライセンス及び技術援助契約」を

締結しており、アイスクリームフレーバーの開発については同社で実施しているため、研究開発費は発生しておりま

せん。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設について、重要な変更はありません。 

(2）前事業年度末に計画した重要な設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは以下のとおりであります。 

(3）当中間会計期間において、新たに確定した設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

事業所名（所在地） 設備の内容 
投資額 
（千円） 

完了年月 完成後の増加能力 

富士小山工場 

（静岡県駿東郡小山町）  

アイスクリーム冷凍庫設

備（改造） 
515,100 

平成19年４月～  

平成19年５月  

入庫・出庫作業の

自動省力化  

賃貸店舗用資産  賃貸店舗用設備（新設）  138,313 
平成19年１月～  

平成19年６月  

店舗用設備のため

生産能力増加なし 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2) 【新株予約権等の状況】 

 当該事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

 当該事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （変動事由の概要） 

   増加数23,000株は、ストックオプションの行使に伴う新株発行によるものであります。 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 38,003,000 

計 38,003,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 

(平成19年６月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成19年９月27日) 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,644,554 9,644,554 
㈱ジャスダック証券取引

所 
－ 

計 9,644,554 9,644,554 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年１月１日 

～  

平成19年６月30日  

23,000 9,644,554 8,763 735,286 8,763 241,079 



(5）【大株主の状況】 

  平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社不二家 東京都中央区銀座７－２－17 4,174 43.28 

ビーアール ジャパン ホー

ルディングス エルエルシー 

 （常任代理人 株式会社 三

井住友銀行） 

アメリカ合衆国 デラウエア州 ウィルミ

ントン オレンジストリート １２０９ 

 （東京都千代田区丸の内１－３－２） 
4,174 43.28 

 カセイス バンク ルクセ

ンブルグ クライアント ア

カウント 

 （常任代理人 株式会社 三

菱東京UFJ銀行 カストデイ業

務部） 

 ルクセンブルグ アリー シェファー L

－2520  

  

 （東京都千代田区丸の内２－７－１） 

36 0.37 

松山 和夫 神奈川県横浜市青葉区 25 0.26 

フジ日本精糖株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－４－９ 25 0.26 

シンクス株式会社 静岡県静岡市葵区松富４－２－１ 22 0.23 

 三好 正剛  愛知県知多郡東浦町 22 0.23 

名古屋 早苗 東京都板橋区 18 0.19 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－１０ 18 0.19 

浦山 詔雄 東京都北区 15 0.16 

計 － 8,529 88.43 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  （注） 1.「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）

含まれております。 

 2.「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式24株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 株価は、㈱ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  平成19年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     8,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   9,619,000 9,619 － 

単元未満株式 普通株式      17,554 － 
１単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数       9,644,554 － － 

総株主の議決権 － 9,619 － 

  平成19年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

Ｂ－Ｒ サーティワン 

アイスクリーム株式会社 

東京都品川区上大崎

三丁目２番１号 
8,000 － 8,000 0.08 

計 － 8,000 － 8,000 0.08 

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

高（円） 2,630 2,685 2,615 2,540 2,515 2,600 

低（円） 2,450 2,520 2,515 2,480 2,455 2,480 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表規則に基づき、当中間会

計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）

及び当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間財務諸表について、あらた監査法人による

中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 
当中間会計期間末 
(平成19年６月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   2,075,350     1,528,865     2,548,908    

２．受取手形   2,223     1,118     1,500    

３．売掛金   2,028,645     2,279,098     1,939,585    

４．たな卸資産   669,208     899,187     630,323    

５．その他   328,557     430,771     362,541    

貸倒引当金   -21,318     -17,101     -24,834    

流動資産合計     5,082,666 55.2   5,121,939 51.1   5,458,024 54.8 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物   194,002     501,100     200,593    

(2）機械及び装置   346,695     508,966     321,259    

(3）賃貸店舗用設
備   812,211     821,598     818,131    

(4）土地   226,362     226,362     226,362    

(5）その他の有形
固定資産   174,735     199,650     369,818    

有形固定資産合
計     1,754,007 19.0   2,257,679 22.5   1,936,165 19.4 

２．無形固定資産                    

(1）ソフトウェア   246,754     250,850     250,101    

(2）電話加入権   17,065     17,065     17,065    

無形固定資産合
計     263,819 2.9   267,915 2.7   267,166 2.7 

３．投資その他の資
産                    

(1）投資有価証券   16,596     18,059     19,313    

(2）長期前払費用   624,586     676,553     673,823    

(3）敷金及び保証
金   1,231,754     1,462,427     1,373,408    

(4）その他   368,938     334,826     342,639    

貸倒引当金   -127,267     -110,268     -111,081    

投資その他の資
産合計     2,114,608 22.9   2,381,597 23.7   2,298,103 23.1 

固定資産合計     4,132,435 44.8   4,907,192 48.9   4,501,435 45.2 

資産合計     9,215,101 100.0   10,029,131 100.0   9,959,460 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年６月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   447,438     491,985     365,940    

２．未払金   1,126,404     1,066,084     858,735    

３．未払法人税等   262,820     307,941     551,925    

４．賞与引当金   65,154     68,535     64,263    

 ５．役員賞与引当金   3,000     3,800     12,000    

６．その他   196,288     210,287     276,018    

流動負債合計     2,101,105 22.8   2,148,634 21.4   2,128,883 21.4 

Ⅱ 固定負債                    

１．退職給付引当金   119,449     103,167     110,644    

２．役員退職慰労引
当金   143,950     82,168     151,900    

３．長期預り保証金   616,566     753,802     705,695    

固定負債合計     879,965 9.5   939,138 9.4   968,240 9.7 

負債合計     2,981,071 32.3   3,087,773 30.8   3,097,123 31.1 

                     

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金      726,523 7.9   735,286 7.3   726,523 7.3 

 ２．資本剰余金                    

 資本準備金   232,316     241,079     232,316    

 資本剰余金合計     232,316 2.5   241,079 2.4   232,316 2.3 

 ３．利益剰余金                    

 (1)利益準備金   168,676     168,676     168,676    

 (2)その他利益剰余金                    

特別償却準備金   446     223     446    

 別途積立金   4,140,000     4,140,000     4,140,000    

 繰越利益剰余金   954,855     1,605,974     1,561,221    

 利益剰余金合計     5,263,978 57.1   5,914,874 59.0   5,870,344 58.9 

 ４．自己株式     -7,004 -0.0   -15,570 -0.2   -13,563 -0.1 

 株主資本合計     6,215,812 67.5   6,875,669 68.5   6,815,619 68.4 

 Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券
評価差額金     2,614     2,000     3,470  

 ２．繰延ヘッジ損益     15,602     63,688     43,246  

 評価・換算差額等合計     18,217 0.2   65,688 0.7   46,717 0.5 

 純資産合計     6,234,030 67.7   6,941,358 69.2   6,862,336 68.9 

 負債純資産合計     9,215,101 100.0   10,029,131 100.0   9,959,460 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,829,190 100.0   6,597,747 100.0   13,087,766 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,156,180 37.0   2,496,085 37.8   4,990,845 38.1 

売上総利益     3,673,009 63.0   4,101,661 62.2   8,096,920 61.9 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費     3,054,432 52.4   3,451,169 52.3   6,015,650 46.0 

営業利益     618,577 10.6   650,492 9.9   2,081,270 15.9 

Ⅳ 営業外収益 ※１   39,036 0.7   29,506 0.4   82,382 0.6 

Ⅴ 営業外費用 ※２   86,296 1.5   11,888 0.2   105,804 0.8 

経常利益     571,317 9.8   668,109 10.1   2,057,848 15.7 

Ⅵ 特別利益  ※３   16,788 0.3   4,128 0.1   26,998 0.2 

Ⅶ 特別損失 ※４   17,613 0.3   13,012 0.2   42,254 0.3 

税引前中間(当
期)純利益     570,492 9.8   659,224 10.0   2,042,592 15.6 

法人税、住民税
及び事業税 

※５ 241,195     278,193     856,675    

法人税等調整額   － 241,195 4.1 － 278,193 4.2 9,834 866,509 6.6 

中間（当期）純
利益     329,297 5.7   381,031 5.8   1,176,082 9.0 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

  前中間会計期間（自平成18年1月1日 至平成18年6月30日） 

  

    株主資本 

   

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 

   

資本準備

金 

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 
   

特別償

却準備

金 

別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

平成17年12月31日 残高（千円） 674,707 180,500 180,500 168,676 669 4,140,000 871,362 5,180,708 -6,229 6,029,686 

中間会計期間中の変動額                    

  新株の発行 51,816 51,816 51,816             103,632 

  特別償却準備金の取崩         -223   223 －   － 

  剰余金の配当             -237,027 -237,027   -237,027 

 
利益処分による役員賞

与 
            -9,000 -9,000   -9,000 

  中間純利益             329,297 329,297   329,297 

  自己株式の取得                 -775 -775 

 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額合

計（千円） 
51,816 51,816 51,816 － -223 － 83,493 83,270 -775 186,126 

平成18年6月30日 残高 （千円） 

  
726,523 232,316 232,316 168,676 446 4,140,000 954,855 5,263,978 -7,004 6,215,812 

    評価・換算差額等 純資産合計 

   
その他有価証

券評価差額金 

繰延ヘッジ損

益 

評価・換算差

額等合計 
 

           

平成17年12月31日 残高   （千円） -30,421 － -30,421 5,999,264 

中間会計期間中の変動額         

  新株の発行       103,632 

  特別償却準備金の取崩       － 

  剰余金の配当       -237,027 

  利益処分による役員賞与       -9,000 

  中間純利益       329,297 

  自己株式の取得       -775 

 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

33,036 15,602 48,639 48,639 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
33,036 15,602 48,639 234,766 

平成18年6月30日 残高   （千円） 2,614 15,602 18,217 6,234,030 



  当中間会計期間（自平成19年1月1日 至平成19年6月30日） 

  

    株主資本 

   

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 

   

資本準備

金 

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 
   

特別償

却準備

金 

別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

平成18年12月31日 残高（千円） 726,523 232,316 232,316 168,676 446 4,140,000 1,561,221 5,870,344 -13,563 6,815,619 

中間会計期間中の変動額                    

  新株の発行 8,763 8,763 8,763             17,526 

  特別償却準備金の取崩         -223   223 －   － 

  剰余金の配当             -336,501 -336,501   -336,501 

  中間純利益             381,031 381,031   381,031 

  自己株式の取得                 -2,006 -2,006 

 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額合

計（千円） 
8,763 8,763 8,763 － -223 － 44,753 44,530 -2,006 60,049 

平成19年6月30日 残高 （千円） 

  
735,286 241,079 241,079 168,676 223 4,140,000 1,605,974 5,914,874 -15,570 6,875,669 

    評価・換算差額等 純資産合計 

   
その他有価証

券評価差額金 

繰延ヘッジ損

益 

評価・換算差

額等合計 
 

           

平成18年12月31日 残高   （千円） 3,470 43,246 46,717 6,862,336 

中間会計期間中の変動額         

  新株の発行       17,526 

  特別償却準備金の取崩       － 

  剰余金の配当       -336,501 

  中間純利益       381,031 

  自己株式の取得       -2,006 

 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

-1,470 20,442 18,971 18,971 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
-1,470 20,442 18,971 79,021 

平成19年6月30日 残高   （千円） 2,000 63,688 65,688 6,941,358 



  前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年1月1日 至平成18年12月31日） 

  

    株主資本 

   

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 

   

資本準備

金 

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 
   

特別償

却準備

金 

別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

平成17年12月31日 残高（千円） 674,707 180,500 180,500 168,676 669 4,140,000 871,362 5,180,708 -6,229 6,029,686 

事業年度中の変動額                    

  新株の発行 51,816 51,816 51,816             103,632 

  特別償却準備金の取崩         -223   223 －   － 

 
利益処分による剰余金

の配当 
            -237,027 -237,027   -237,027 

  剰余金の配当             -240,419 -240,419   -240,419 

 
利益処分による役員賞

与 
            -9,000 -9,000   -9,000 

  当期純利益             1,176,082 1,176,082   1,176,082 

  自己株式の取得                 -7,334 -7,334 

 

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

                    

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
51,816 51,816 51,816 － -223 － 689,859 689,635 -7,334 785,933 

平成18年12月31日 残高 （千円） 

  
726,523 232,316 232,316 168,676 446 4,140,000 1,561,221 5,870,344 -13,563 6,815,619 

    評価・換算差額等 純資産合計 

   
その他有価証

券評価差額金 

繰延ヘッジ損

益 

評価・換算差

額等合計 
 

           

平成17年12月31日 残高   （千円） -30,421 － -30,421 5,999,264 

事業年度中の変動額         

  新株の発行       103,632 

  特別償却準備金の取崩       － 

 
利益処分による剰余金の

配当 
      -237,027 

  剰余金の配当       -240,419 

  利益処分による役員賞与       -9,000 

  当期純利益       1,176,082 

  自己株式の取得       -7,334 

 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純

額） 

33,891 43,246 77,138 77,138 

事業年度中の変動額合計（千円） 33,891 43,246 77,138 863,072 

平成18年12月31日 残高   （千円） 3,470 43,246 46,717 6,862,336 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

       

税引前中間(当期)純
利益 

  570,492 659,224 2,042,592 

減価償却費   372,073 451,131 808,924 

店舗設備除去損   7,492 11,851 15,678 

投資有価証券売却損   77,157 － 77,157 

固定資産廃棄損   17,613 9,643 38,015 

貸倒引当金の減少額   -29,008 -8,545 -41,678 

賞与引当金の増加額   4,163 4,272 3,272 

役員賞与引当金の増
加額 
（－は減少額） 

  3,000 -8,200 12,000 

退職給付引当金の増
加額 
（－は減少額） 

  19,200 -7,476 10,395 

役員退職慰労引当金
の増加額 
（－は減少額） 

  7,950 -69,732 15,900 

受取利息   -11,313 -975 -12,476 

売上債権の増加額   -434,127 -337,821 -351,689 

たな卸資産の減少額 
（－は増加額） 

  -34,427 -267,534 12,833 

仕入債務の増加額   164,581 126,044 83,083 

未払金の増加額   324,637 281,347 24,977 

役員賞与の支払額   -9,000 -12,000 -9,000 

その他   -32,930 -36,147 -48,341 

小計   1,017,554 795,082 2,681,645 

利息及び配当金の受
取額 

  11,313 975 12,476 

リース解約金の支払
額 

  -79,387 － -104,842 

法人税等の支払額   -373,820 -508,111 -710,846 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  575,661 287,947 1,878,433 

 



   
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

       

投資有価証券の取得
による支出 

  -8,252 -1,224 -9,527 

投資有価証券の売却
による収入 

  494,210 － 494,210 

有形固定資産の取得
による支出 

  -410,662 -726,505 -710,038 

無形固定資産の取得
による支出 

  -25,633 -56,731 -68,872 

長期前払費用の取得
による支出 

  -185,795 -192,966 -413,643 

敷金及び保証金の預
入による支出 

  -93,621 -106,051 -256,049 

敷金及び保証金の返
還による収入 

  5,093 10,787 20,726 

貸付の回収による収
入  

  37,875 7,511 46,518 

長期預り保証金の受
入による収入 

  63,505 73,300 174,952 

その他   -27,699 -16,688 -44,515 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  -150,980 -1,008,569 -766,239 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

       

株式の発行による収
入 

  103,632 17,526 103,632 

自己株式の取得によ
る支出 

  -775 -2,006 -7,334 

配当金の支払額   -236,827 -314,941 -444,224 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  -133,971 -299,421 -347,926 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額（－は減少額） 

  290,709 -1,020,043 764,266 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,784,641 2,548,908 1,784,641 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  2,075,350 1,528,865 2,548,908 

         



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法を採用しておりま

す。（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定し

ております。） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）デリバティブ 

 時価法を採用しております。 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

① 製品及び原材料 

 先入先出法に基づく原価法

を採用しております。 

(3）たな卸資産 

① 製品及び原材料 

同左 

(3）たな卸資産 

① 製品及び原材料 

同左 

② 貯蔵品 

未貸出店舗用設備 

 個別法に基づく原価法

を採用しております。 

② 貯蔵品 

未貸出店舗用設備 

同左 

② 貯蔵品 

未貸出店舗用設備 

同左 

販売促進用品等 

 先入先出法に基づく原

価法を採用しておりま

す。 

販売促進用品等 

同左 

販売促進用品等 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

建物       15～35年 

機械及び装置     ９年 

賃貸店舗用設備  ５～10年 

  

  

  

  

  

  

(2) 自社利用のソフトウェア 

 社内おける利用可能期間（5年)

による定額法を採用しておりま

す。 

(3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(2) 自社利用のソフトウェア 

同左 

  

(3）長期前払費用 

同左 

(2) 自社利用のソフトウェア 

同左  

  

(3）長期前払費用 

同左 

 ３．繰延資産の処理方法 

新株発行費  

 支出時に全額費用として処理して

おります。 

 ３．繰延資産の処理方法 

新株発行費  

同左 

 ３．繰延資産の処理方法 

新株発行費  

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売掛債権及びその他の金銭債

権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については過去

の経験等を考慮した繰入率によ

り、貸倒懸念債権等の特定の債

権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるた

め、実際支給見込額の当中間会

計期間の負担額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるた

め、実際支給見込額を計上して

おります。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、中間会計期間末における退

職給付債務（中間会計期間末自

己都合要支給額から総合設立の

厚生年金基金による要支給額を

控除した額）及び年金資産の額

に基づき、当中間期において発

生していると認められる額を計

上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務（当期末自己都合要支給額か

ら総合設立の厚生年金基金によ

る要支給額を控除した額）及び

年金資産の額に基づき、当期に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

(4)役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

の当中間会計期間負担額を計上

しております。 

(4)役員賞与引当金 

同左 

(4)役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

の当事業年度負担額を計上して

おります。 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づく

中間会計期間末要支給額を計上

しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労引当金は、役員

に対する退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段は為替予約取引で

あります。ヘッジ対象は原材料

等の輸入予定取引であります。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(3）ヘッジ方針 

 外貨建輸入予定取引の為替リ

スクをヘッジするために為替予

約を利用し、為替予約は輸入予

定取引の範囲内で行っておりま

す。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

 為替予約取引すべてが将来の

輸入予定取引に基づくものであ

り、実行の可能性が極めて高

く、ヘッジ手段とヘッジ対象の

変動率が同一であることから、

ヘッジ開始時及びその後も継続

して双方の相場変動が相殺され

るため、有効性の評価は省略し

ております。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

７．中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

７．中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 

７．キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

８．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式を採用しておりま

す。なお、仮払消費税等と相殺後

の仮受消費税等の金額は、流動負

債の「その他」に含めておりま

す。 

８．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式を採用しておりま

す。なお、仮受消費税等と相殺後

の仮払消費税等の金額は、流動資

産の「その他」に含めておりま

す。 

８．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式を採用しておりま

す。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

 当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第6号 

平成15年10月31日）を適用してお

ります。これによる損益に与える

影響はありません。 

──────  (固定資産の減損に係る会計基

準） 

 当事業年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平

成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第6号 

平成15年10月31日）を適用してお

ります。これによる損益に与える

影響はありません 

 （貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第5号 

平成17年12月9日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第8号 平成17年

12月9日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は6,218,427千円でありま

す。 

 なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

  

──────  （貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第5号 平

成17年12月9日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第8号 平成17年12

月9日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は6,819,090千円でありま

す。 

 なお、財務諸表等規則の改正に

より、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、改

正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

  

 （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準第4号平成17年11月29日）を

適用しております。これにより、

営業利益、経常利益及び税引前中

間純利益は3,000千円減少してお

ります。 

──────  

  

  

  

  

  

  

  

 （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準

第4号平成17年11月29日）を適用

しております。これにより、営業

利益、経常利益及び税引前中間純

利益は12,000千円減少しておりま

す。 

──────  （有形固定資産の減価償却方法の

変更) 

 法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年4月1日以

後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しておりま

す。 

 なお、この変更による損益に与

える影響は軽微であります。 

──────  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 
前事業年度末 

（平成18年12月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
         3,594,944千円                  3,729,269千円             3,756,510千円 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．営業外収益の 

主要項目 

     

店舗用什器売却益       －             25,123千円 － 

賃貸店舗用什器売却益       －             － 52,931千円 

受取利息       11,302千円             952千円            12,476千円 

※２．営業外費用の 

主要項目 

     

投資有価証券売却損 77,157千円       － 77,157千円 

店舗設備除去損      7,492千円           11,851千円            15,678千円 

※３．特別利益の主要項目      

 貸倒引当金戻入益 16,788千円       3,590千円 13,209千円 

※４．特別損失の主要項目      

工場設備除去損失      17千円        －            15,644千円 

直営店設備除却損失      13,082千円            －            22,371千円 

転貸店設備除却損失 4,514千円       8,924千円  －  

※５．法人税、住民税及び事

業税 

簡便法による税効果会計を適用し

ており、当中間会計期間に係る法

人税、住民税、事業税及び法人税

等調整額は「法人税、住民税及び

事業税」と一括して記載しており

ます。 

同左 ────── 

減価償却実施額 減価償却実施額は次のとおりであ

ります。 

減価償却実施額は次のとおりであ

ります。 

減価償却実施額は次のとおりであ

ります。 

有形固定資産        182,893千円               226,049千円               417,051千円 

無形固定資産      29,075千円            34,845千円            60,696千円 

投資その他の資産        159,937千円               190,236千円               330,665千円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間（自 平成18年1月1日 至 平成18年6月30日） 

  

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （変動事由の概要） 

   増加数136,000株は、ストックオプションの行使に伴う新株発行によるものであります。 

  

2.自己株式に関する事項 

 （変動事由の概要） 

   増加数300株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

3.配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

  

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期末後となるもの 

  前事業年度末株式数 当中間会計期間増加株式数 当中間会計期間減少株式数 当中間会計期間末株式数 

 普通株式（株） 9,485,554 136,000 － 9,621,554 

  前事業年度末株式数 当中間会計期間増加株式数 当中間会計期間減少株式数 当中間会計期間末株式数 

 普通株式（株） 4,470 300 － 4,770 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配当金 

(円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年3月30日 

定時株主総会 
普通株式  237,027 25.00 平成17年12月31日  平成18年3月31日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

1株当たり配当金

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年8月22日 

取締役会 
普通株式  240,419 利益剰余金  25.00 平成18年６月30日  平成18年9月12日 



 当中間会計期間（自 平成19年1月1日 至 平成19年6月30日） 

  

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （変動事由の概要） 

   増加数23,000株は、ストックオプションの行使に伴う新株発行によるものであります。 

  

2.自己株式に関する事項 

 （変動事由の概要） 

   増加数800株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

3.配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

  

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期末後となるもの 

  前事業年度末株式数 当中間会計期間増加株式数 当中間会計期間減少株式数 当中間会計期間末株式数 

 普通株式（株） 9,621,554 23,000 － 9,644,554 

  前事業年度末株式数 当中間会計期間増加株式数 当中間会計期間減少株式数 当中間会計期間末株式数 

 普通株式（株） 7,224 800 － 8,024 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配当金 

(円） 
基準日 効力発生日 

 平成19年3月29日 

定時株主総会 
普通株式  336,501 35.00 平成18年12月31日  平成19年3月30日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

1株当たり配当金

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成19年8月22日 

取締役会 
普通株式  289,095 利益剰余金  30.00 平成19年6月30日  平成19年9月11日 



 前事業年度（自 平成18年1月1日 至 平成18年12月31日） 

  

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （変動事由の概要） 

   増加数136,000株は、ストックオプションの行使に伴う新株発行によるものであります。 

  

2.自己株式に関する事項 

 （変動事由の概要） 

   増加数2,754株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

3.配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

  

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 

 普通株式（株） 9,485,554 136,000 － 9,621,554 

  前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 

 普通株式（株） 4,470 2,754 － 7,224 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配当金 

(円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年3月30日 

定時株主総会 
普通株式  237,027 25.00 平成17年12月31日  平成18年3月31日 

 平成18年8月22日 

取締役会 
普通株式  240,419 25.00 平成18年６月30日  平成18年9月12日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

1株当たり配当金

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成19年3月29日 

定時株主総会 
普通株式  336,501 利益剰余金  35.00 平成18年12月31日  平成19年3月30日 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に記載されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に記載されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

（平成18年６月30日現在） （平成19年６月30日現在） （平成18年12月31日現在） 

現金及び預金勘定   2,075,350千円

現金及び現金同等物 2,075,350千円

現金及び預金勘定   1,528,865千円

現金及び現金同等物   1,528,865千円

現金及び預金勘定   2,548,908千円

現金及び現金同等物   2,548,908千円



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 
取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間会
計期間
末残高 
相当額 

（千円）

その他の
有形固定
資産 
（工具器
具備品） 

83,751 38,984 44,766

ソフトウ
ェア 

54,481 24,274 30,206

合計 138,232 63,259 74,972

 
取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間会
計期間
末残高 
相当額 

（千円）

その他の
有形固定
資産 
（工具器
具備品） 

71,809 38,166 33,642

ソフトウ
ェア 

49,103 25,540 23,563

合計 120,912 63,706 57,205

 
取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

その他の
有形固定
資産 
（工具器
具備品） 

68,325 33,556 34,768

ソフトウ
ェア 

47,737 20,866 26,871

合計 116,062 54,422 61,639

  ２．未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

２．未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額

  １年内 26,215千円

１年超     51,274千円

 合計 77,490千円

１年内 26,142千円

１年超     33,389千円

 合計 59,532千円

１年内 24,695千円

１年超 39,310千円

 合計 64,005千円

  ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 24,860千円

減価償却費相

当額 
22,312千円

支払利息相当

額 
  2,579千円

支払リース料 14,321千円

減価償却費相

当額 
13,305千円

支払利息相当

額 
979千円

支払リース料 39,436千円

減価償却費相

当額 
35,788千円

支払利息相当

額 
3,723千円

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法により

算定しております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間（平成18年６月30日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

当中間会計期間（平成19年６月30日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

前事業年度（平成18年12月31日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 デリバティブ取引（為替予約取引）については、すべてヘッジ会計を適用しております。 

当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 デリバティブ取引（為替予約取引）については、すべてヘッジ会計を適用しております。 

前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 デリバティブ取引（為替予約取引）については、すべてヘッジ会計を適用しております。 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 12,186 16,596 4,409 

(2）その他 － － － 

合計 12,186 16,596 4,409 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 14,686 18,059 3,372 

(2）その他 － － － 

合計 14,686 18,059 3,372 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 13,461 19,313 5,852 

(2）その他 － － － 

合計 13,461 19,313 5,852 



（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額    648円24銭       720円32銭    713円76銭 

１株当たり中間（当期）純利

益 
  34円61銭     39円55銭     122円96銭 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益 
  34円30銭     39円54銭     122円29銭 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益（千円） 329,297 381,031 1,176,082 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
329,297 381,031 1,176,082 

期中平均株式数（株） 9,513,235 9,634,835 9,564,978 

       

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
     

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 88,151 710 51,963 

（うち、旧商法280条ノ19の規定に

基づく新株引受権（ストックオプ

ション）（株）） 

(88,151) (710) (51,963) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

－ － － 



(2)【その他】 

 当中間会計期間終了後半期報告書提出日までの中間配当については、中間株主資本等変動計算書の注記部分に記

載しております。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第34期）（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）平成18年３月30日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書及びその添付書類 

 事業年度（第34期）（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）平成18年４月２日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年９月22日 

ビー・アール サーティワン アイスクリーム株式会社  

  取締役会 御中      

  あらた監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 笹  山 勝  則 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 池之上 孝  幸 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているビー・

アール サーティワン アイスクリーム株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第34期事業年度の中間会

計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ビー・アール サーティワン アイスクリーム株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年９月25日 

Ｂ－Ｒ サーティワン アイスクリーム株式会社  

  取締役会 御中      

  あらた監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 笹  山 勝  則 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 池之上 孝  幸 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＢ－

Ｒ サーティワン アイスクリーム株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第35期事業年度の中間会計期

間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、

中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、Ｂ－Ｒ サーティワン アイスクリーム株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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